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１．組織の概要・対象範囲

・事業者名 株式会社猿渡電機製作所

・代表者氏名 関　一政

環境管理責任者　　 関　一政

担当者　　　　　 萩原　由紀子

連絡先　　　　　　 〒221-0003　　神奈川県横浜市神奈川区大口仲町165-1

Ｔｅｌ＆Ｆａｘ　　　　　　 045-421-0350　045-421-0361

Ｅ－ｍａｉｌ　　　　　　　 saruwataridenki@aq.wakwak.com

所在地

事業所名　 本社工場

・所在地 〒221-0003　　神奈川県横浜市神奈川区大口仲町165-1

・事業活動の内容

各種金属の切断・曲げ・溶接加工による板金加工部品の製作及び販売

・事業規模　2021年度（2021年4月～2022年3月）

売上高 3942万円

従業員数 7名

工場敷地面積 190㎡

株式会社　猿渡電機製作所

mailto:saruwataridenki@aq.wakwak.com


２．環境経営方針

【企業理念】

当社は、事業活動の環境負荷を認識し、小ロット高精度・短納期板金、

板金クロスオーバー加工品の製造・販売を主とする事業活動を行う中で、

環境への配慮と環境汚染の予防に努めます。そのために従業員一同は、環境問題の知識を高め、

環境にやさしい「ものづくり」を通してより良い社会の実現を目指した活動を継続的に取り組みます。

【行動指針】

１．環境負荷の低減を図るため、以下の活動に取り組みます。

（１）電力・化石燃料の節減による、二酸化炭素排出量の削減

（２）廃棄物の排出量抑制、削減、リサイクル推進

（３）水の使用量を削減

（４）化学物質の使用量抑制、削減

（５）自らが提供する製品の環境性能の向上及びサービスの改善

２．事業活動にあたっては環境関連法規等を遵守します。

３．環境経営の活動は、継続的改善を実施します。

４．環境経営方針は全ての従業員に周知します。

株式会社　猿渡電機製作所　　　　

2022年10月31日

代表取締役　関　一政



３．実施体制及び役割・責任･権限表

作成　2022年10月01日

承認 作成

関 萩原

 

（回覧ルート）

社長→全部門責任者、環境管理の責任者

改訂履歴

改訂月日 承認 作成者

環境管理責任者

１．環境経営システムの確立、実施、維持、継続的改善
２．代表者への環境経営システムの実施状況報告
３．推進機関であるＥＡ２１ＥＭＳの事務局の責任者として事務局運営
４．それぞれの業務・役割に応じ、必要な教育訓練を適切に計画・実施する
５．関連法規の取りまとめ表の維持管理、遵守徹底
６．環境関連文書及び記録の作成・整理

EA21事務局

１．環境管理責任者の補佐
２．環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施
３．環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
４．環境活動の実績集計、環境関連法規等取りまとめ表の作成
５．環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施
６．環境関連の活動レポートの作成

役割・責任・権限

　 　

改訂数 改訂理由

　 　

　 　

部門責任者

１．自部門における環境経営システムの実施、環境経営方針の周知、従業員に対する教育
　　訓練の実施、自部門に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告
２．自部門に関連する環境経営計画の実施及び達成状況の報告
３．特定された項目の手順書作成及び運用管理
４．自部門の特定された緊急事態への対応のための手順書作成、テスト、訓練を実施、
　　記録の作成
５．自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

従業員 １．環境経営方針を理解し、部門の環境経営計画に従って活動する。

代表者

１．エコアクション21全体のシステム構築、維持等の全統括管理
２．実施体制の構築
３．環境管理責任者を指名し、エコアクション21システムの構築・運用・維持に関する責任と権限の譲渡
４．環境経営方針の策定と従業員への周知
５．システムを運用し、維持するための経営資源を用意する
６．環境経営システムの評価と定期的見直しの実施
７．社内情報の外部公開可否決定

環境管理責任者
関　一政

代表者
関　一政

EA21事務局
萩原　由紀子

製造部門
4名

経理部門
2名



承　　認 作　　成
2022年10月31日 2022年10月31日

関 関

運用期間相当 運用期間

2021年11月 2022年１1月

～2022年1月 ～2023年1月

2％削減 2％削減 4％削減 5％削減

１．二酸化炭素総排出量の削減 19,111 4,500 18,728 4,410 18,346 18,155

（kg-CO2）

2．電力使用量の削減 2%削減 2%削減 3%削減 4%削減

（kWh） 17,891 4,893 17,533 4,795 17,354 17,175

二酸化炭素排出係数：0.443ｋｇ－CO2/ｋWh（kg-CO2） 7,746 2,118 7,591 2,075 7,513 7,436

3．自動車燃料使用量の削減 2%削減 2%削減 3%削減 4%削減

（L） 4,825 953 4,728 933 4680 4632

二酸化炭素排出係数：2.31ｋｇ－CO2/L（kg-CO2） 11,195 2,213 10,971 2,168 10,859 10,747

4．廃棄物排出量の削減 2%削減 2％削減 3％削減 4％削減

（Kg） 1,683 412 1,649 403 1,599 1,615

5．水使用量の削減

（㎥） 88.5 23.5 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

6．化学物質使用量の削減

（PRTR対象物質）（Kg） 40 20 維持管理 維持管理 維持管理 維持管理

7．自らが提供する製品の環境性能の向上

及びサービスの改善｛不良率の削減（％）｝ 5.0 5.0 4.3 4.3 3.5 3.0

梱包資材使用量の削減 随時適当に梱包 していた 随時適当に梱包 していた

使用済み箱の再利用件数（件） 0 0 10 3 15 20

通年(2022年4月
～2023年3月）

４．環境経営目標

環境経営目標

基準（実績） 年度目標 中期目標

2021年度 2022年度

2023年度
(2023年4月

～2024年3月）

2024年度
（2024年4月

～2025年3月）通年(2021年4月
～2022年3月）

*一般廃棄物については、規制対象外の為、記載無し。　関連法規参照、排出係数は、東京電力パワーグリッドの0.433を使用。



2022年度
基準年度：２０２１年度 評価　　○：達成　　×：未達 □：計画　　■：実施

2023年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

実績処理量
1 二酸化炭素排出量の削減 ・電力、化石燃料使用量の削減 関 実施案作成

・低公害車・低燃費車の導入 実施案作成
2％削減（→98％） ・作業効率の向上 ■ ■ ■ ■ □

4,500ｋｇ
↓ 　　計画排出量累計　　（ｋｇ）-CO2

4,410ｋｇ 　　実績排出量累計　　（ｋｇ）-CO2
評価

2 電力使用量の削減 ・高効率エアコンへの切り替え 関 3か所
・装置の不使用時電源ＯＦＦ ■ ■ ■ ■ □
・エアコン温度設定最適化 ■ ■ ■ ■ □

2％削減（→98％） ・エアコン・コンプレッサーの簡易 □ ■ □ □ □
点検目視外観等（3ヶ月毎）

4,893ｋＷｈ （フィルター掃除の実施）

↓ 　　計画電力使用量　　（kWh）
4,795ｋＷｈ 　　実績電力使用量　　（ｋWh)

評価
3 自動車燃料使用量の削減 ・エコドライブの実施 関 ■ ■ ■ ■ □

・車両点検の実施 ■ ■ ■ ■ □
2％削減（→98％） （エアー、オイル確認）

953L

↓ 　　計画排出量累計　　（L）
933L 　　実績排出量　　　　　（L）

評価
4 廃棄物排出量の削減 ・歩留まりの改善 関 ■ ■ ■ ■ □

2％削減（→98％） ・金属種別分別の徹底 ■ ■ ■ ■ □
412Kg ・試し工程の削減 ■ ■ ■ ■ □

↓
403Kg 　　計画排出量累計　　（ｋｇ）

　　実績排出量　　　　　（ｋｇ）
評価

5 水使用量の削減 維持管理として目標 ・配管水漏れチェック 関
数値は設定せず。 ・洗車方法・回数の改善 ■ ■ ■ ■ □

・維持管理 維持管理

評価
6 化学物質（PRTR対象物質） 維持管理として目標 ・使用方法の適正化 関 ■ ■ ■ ■ □

使用量の削減 数値は設定せず。 ・代替製品の調査 ■ ■ ■ ■ □
・維持管理 　　 維持管理

評価
7 製品の品質確保 ・不良品、試し品の削減 関 ■ ■ ■ ■ □

(不良品率削減) ・加工工程での歩留まり改善 ■ ■ ■ ■ □
5%→4.3 計画不良率　　（％）

実績不良率　　（％）
梱包材の削減 ・梱包材の適宜使用 ■ ■ ■ ■ □

・使用済み箱の再利用等 ■ ■ ■ ■ □
計画数　　（件）
実績数　　（件）

評価

ＮＯ． 評価・確認　月日 評価・確認者 評価・確認事項（定期、臨時） 評　価　・　確　認　結　果　、コ　メ　ン　ト　、　是　正　処　置　等
1 2023/3/1 関 二酸化炭素排出量削減が目標未達 施策として実施していることの徹底を図っていく

〇

自らが提供する製品の環境
性能の向上及びサービスの
改善

3
4

4.3
4.2

関 関

2022年

５．環境経営計画・実施状況評価
承　　認 作　　成

2022年10月31日 2022年10月31日

4,410
5,438

4,893
4,352

953

ＮＯ． 項目
年度目標

（2022年度）
達成手段 責任者

〇

〇

×

〇

×
1,509

403
523
×



６．環境経営計画・環境経営目標の実績・取組結果とその評価 承　　認

試用期間　2022年11月～2023年1月
2023年3月17日

関

ＮＯ．
推進項目 基準値 　年度目標 評価 達成の要因

未達成の原因
           未達成場合の是正措置・予防処置

1 二酸化炭素排出量の削減 2％削減（98％） ・車両燃料の増加により ・車両の燃料消費を下げる事が重要。

排出量が増加となった。 ・使用機器の更新を検討する。

（kg-CO2） 4,500 5,438 ・コロナ禍より、営業活動 ・建物の断熱性能を向上させる検討する。

↓ が回復した為、増加。 ・更なる電力削減を推進する。

4,410

2 電力使用量の削減 2％削減（98％）

4,893 4,352 ・コロナ禍による、生産
（kWh） ↓ 量減少の為、減少。

4,795

3 自動車燃料使用量 の削減 2%削減（98％） ・営業活動を行った為、

使用量の増加。 ・車両更新時に、環境に配慮した選定を行う。
（L） 953 1,509 ・個別少量配送が多く、 ・納品業務の改善、配送業者の使用検討。

↓ 資料量増加。 ・納期調整により、複数客先への同時訪問の検討。

933

4 廃棄物排出量の削減 2％削減（98％） ・歩留まり改善の

412 意識が不足していた。 ・各工程での、廃棄物削減意識の再確認。
（Kg） ↓ 523 ・生産数量増加により、 ・試し工程削減の方向性再検討。

403 排出量増加。 ・不良品削減意識の再確認。

5 水使用量の削減 ・各所での水使用

削減意識の浸透。
（㎥） 24 維持管理 ・配管チェックの実施。

6 PRTR法対象の化学物質 ・使用方法を随時検討

排出量の削減 し、各製品に見合った使
（Kg） 20 維持管理 用法を検討する。

・交換時期を可能な範囲

で長期化する。

7 自らが提供する製品の ・各工程での手順を再

環境性能の向上及び 0.7％削減（99.3％） 確認し、的確な作業の

サービスの改善 実施による、不良品の

5 減少。
不良率の削減（％） ↓ 4.2 ・試し工程の削減を

4.3 行い、使用材料の

削減を検討する。

梱包資材使用量の削減 0 ・適所への使用済み箱

使用済み箱の再利用件数（件） ↓ 4 の使用を推進。

3

報告手順：
担当者が結果確認記入→責任者（環境管理の責任者）が評価・原因究明・是正・対応策記入→代表者

〇

〇

〇

〇

×

×

作　　　成
2023年3月17日

関

×

○



７．次年度の環境経営計画・環境経営目標 承　　認

期間　2023年4月～2024年3月
2023年3月17日

関

ＮＯ．
推進項目 基準値 　年度目標 前期達成状況 次年度の取組内容

1 二酸化炭素排出量の削減

4％削減 ・昨年度は、取組初年度であった為、本年も昨年同様の取組を行い、

（kg-CO2） 19,111 18,346 × 一年通しての結果を基に効果を検証し、必要に応じ改善を検討する

・電力、化石燃料使用量の削減、特に化石燃料を注視する

2 電力使用量の削減

3%削減 ・使用していない機械や照明を消す行動による、使用量の削減
（kWh） 17891 17354 〇 ・エアコン・ドライヤー付きコンプレッサーの管理・清掃の実施

（kg-CO2） 7,746 7,513 ・作業効率の向上による、機械使用時間の削減

3 自動車燃料使用量 の削減

3%削減 ・燃費効率の良い運転の心掛け、啓発の継続（エコドライブ要項の確認）
（L） 4,825 4680 × ・納品業務・客先訪問の効率化を検討し、複数個所訪問や、

（kg-CO2） 11,195 10,859 公共交通の使用を推進する

・適正な車両整備の実施

4 廃棄物排出量の削減

・廃棄物の分別の再徹底
（Kg） 1,683 1,599 × ・不良削減による、産廃削減

5 水使用量の削減

・各所での水使用削減意識の浸透。
（㎥） 88.5 維持管理 〇 ・配管チェックの実施。

6 PRTR法対象の化学物質

排出量の削減 ・使用方法を随時検討し、各製品に見合った使用法を検討する。
（Kg） 40 維持管理 〇 ・交換時期を可能な範囲で長期化する。

自らが提供する製品の

環境性能の向上及び

サービスの改善 ・各工程での手順を再確認し、的確な作業の実施による、不良品の減少。
不良率の削減（％） 5 3.5 〇 ・試し工程の削減を行い、使用材料の削減を引き続き検討する。

梱包資材使用量の削減

使用済み箱の再利用件数

（件） 0 15 〇 ・適所への使用済み箱の使用を推進。

報告手順：

担当者が結果確認記入→責任者（環境管理の責任者）が評価・原因究明・是正・対応策記入→代表者

7

作　　　成
2023年3月17日

関



承認 作成 承　認 評価

2022年10月31日
　　年　　月　　日

　

チェック日 結果
廃棄物 法６の２

法12.2

規8.1～3

法12の2.6

資源循環 法6

（リサイクル）

　

法２

法５

法７

使用済自動車の再資源化等に
関する法律
（自動車リサイクル法） 法８

自社自動車の
廃棄

2023.2.1 当期該当なし

地球環境 フロン類の使用の合理化及び
管理の適正化に関する法律
（フロン排出抑制法） フロンの管理 2023.2.1 〇

化学物質 特定化学物質の環境への排出
量の把握等及び管理の改善の
促進に関する法律
（化管法・PRTR制度）

化学物質
（エコクリーン
の使用・廃棄）

2023.2.1 〇

第8条 指定施設の設置 〇

第３３条 機械の設置 〇

神奈川県生活環境の保全等
に関する条例

条９４ 自動車の運転 ○

横浜市廃棄物等の減量化、
資源化及び適正処理等に関
する条例

条４条 廃棄物の排出 ○

適用される上記表に対する、環境関連法規則等の厳守状況の確認を行い、同法への違反・訴訟はありませんでした。

なお、関係当局より違反等の指摘は過去20年間ありません。社外からの環境に対する苦情も発生しておりません。

2023.2.1

2023.2.1

2023.2.1

2023.2.1

廃棄物の処理及び清掃に関
する法律
(廃棄物処理法)

（産業廃棄物の適正処理）

①保管場所の囲い、衛生管理(飛散、流出、地下浸透等防止)

法12.3～4
令6の2.3

③報告書（毎年６月末迄）提出、写し保管

（※特別管理産業廃棄物責任者講習修了者設置）

③産業廃棄物管理票交付状況報告書の提出

（※特別管理産業廃棄物責任者講習修了者設置）

化学物質を取り扱う事業者の方に、化学物質の排出量、移動量
等の届出を義務づける制度
（※従業員の数が 21 人以上の事業者 のみ、免除）

事業者は、個別事業所ごとに化学物質の環境への
排出量・移動量を把握し、都道府県経由で
国（事業所管大臣）に届け出る。
（※従業員の数が 21 人以上の事業者 のみ、免除）

第一種特定製品（パッケージエアコン・業務用エアコン・ドライ
ヤー付きコンプレッサー）の管理者は、「管理者の判断基準」に
基づき、管理する第一種特定製品について点検等の実施

全ての第一種特定製品を対象とした簡易点検の実施
（３カ月に１回以上、目視による外観点検の実施）
（業務エアコン7.5ｋW未満の物について）
（ドライヤー付きコンプレッサーも対象）

自社使用済み自動車をリサイクル法に基づいて処分 自社使用済み自動車のリサイクル処分

条例

横浜市生活環境の保全等に
関する条例
(騒音及び振動に関する規
制基準)

指定事業所に係る指定施設の設置に関する届け出を行わなく
てはならない。

機械の更新時、騒音・振動規制法に関する条例確認

2023.2.1

事業所において発生する騒音・振動の許容限度について規制
基準を遵守しなければならない。

指定施設の使用を開始した日から起算して30日以内に、機械
から発生する数値を測定、その結果を記録し、及び測定した日
から起算して30日以内に、その結果を市長に報告しなければ
ならない

自動車の運転者は、自動車の駐車をする場合には、当該自動
車の原動機を停止しなければならない。

自動車を離れて直ちに運転することができない状態に駐車をす
る場合には、自動車の原動機を停止する

事業活動に伴って生じた廃棄物の減量化及び資源化に努める
とともに、自らの責任において適正に処理しなければならない。

①その事業活動を行うに当たっては、発生抑制等に努める
②事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正
に処理する

当期該当なし

プラウン管・液晶・プラズマテレビ、冷蔵冷凍庫、洗濯機、ユ
ニット型エアコン、衣類乾燥機に適応

使用済小型電子機器等の再
資源化の促進に関する法律
（小型家電リサイクル法）

ＰＣ，携帯電話、
デジタルカメラ、
ゲーム機、ＣＤプ
レーヤー等28分
類

小型家電の回収品目並びに回収方法等は市町村ごとに決定、
実施される

当期該当なし
使用済小型電子機器（ＰＣ，携帯電話、デジタルカメラ、
ゲーム機、ＣＤプレーヤーなど28分類を排出する場合、認定事
業者への引渡 費用負担は市町村により異なり、品目によっては手数料がか

かる場合がある

特定家庭用機器再商品化法
（家電リサイクル法）

①特定家庭用機器を長期間使用、廃棄物として排出の場合は
適切に引き渡し、料金支払い ブラウン管・液晶

テレビ、冷蔵庫、
洗濯機、ユニット
エアコンの廃棄

①特定家庭用機器排出した場合、料金を支払い、適切に引き
渡す。また、特定家庭用機器廃棄物管理票の写しを受取１年
間保管、または、産業廃棄物管理票を交付している場合は、廃
棄物処理法に従う

〇

②契約書記載事項 ②記載事項確認、また定期的確認

　・種類、数量、性状、荷姿、最終処分地、金額 ・許可期限の確認（許可証写しの再提出）

①収集運搬、処分事業者と産業廃棄物処理委託基準及び特別
管理産業廃棄物委託基準に従って二者間委託契約 産業廃棄物の

処理委託

①許可を受けた収集運搬・中間処理事業者との委託契約締
結。契約書は契約終了後５年間保管。
・委託事業者の事業区分、品目、取扱地県等の許可、許可期
限等の許可条件確認（許可証の写し添付）

〇

〇

②保管場所の表示板（60×60ｃｍ以上）

・種類・管理者の名称、連絡先、保管可能量 ②表示板の設置

③水銀（蛍光灯）についての規制
（※住居併置事業所として対応）

③「水銀使用製品産業廃棄物」の掲示、混合防止の仕切り保
管（※住居併置事業所として対応）

①保管基準―飛散、流出等防止対策
産業廃棄物の
保管（廃油、
廃金属、蛍光
灯等）

2023.2.1

　上記以内に送付されない場合は３０日以内に知事への報告
②管理票の保管義務　5年間 廃油、廃バッテ

リー等の発生

②交付マニフェスト（Ａ票、Ｂ２票、Ｄ票、Ｅ票）の５年間保管

①特別管理産業廃棄物を生ずる事業場は特別管理産業廃棄 ①特別管理産量廃棄物責任者（有資格者）の設置

廃棄物の処理及び清掃に関す
る法律
（廃棄物処理法）
(一般廃棄物の処理)

①事業系一般廃棄物の処理 。

一般廃棄物の
処理委託

①大量に排出する場合は、許可を取った一般廃棄物収集運搬
業者に委託
（※住居併置事業所として対応）

〇・一般廃棄物の運搬、処分を委託する場合は、許可を取った
一般廃棄物運搬業者、環境省令で定める処分業者に委託
（※住居併置事業所として対応）

2023.2.1

法令条項環境関連法規等名称

見直し改訂日：

Ⅰ.遵守義務のある法規関係

区分
遵守状況確認・評価

遵守事項等
当社該
当事項

法規制等要求事項

8.環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果・並びに違反・訴訟等の有無
作成・改訂時 遵守確認・評価終了時

１．EA21事務局は、当社が適用を受ける法規制等を毎年定期的（原則４月）に調査し見直しすること。
作成日：

関 関



承認
９．代表者による全体の評価と見直し・指示・結果報告書 代表者

取締役　関　一政

見直し対象期間 　　2022年11月　1日～　　2023年　　1月　　31日

見直し実施月日 　　2023年　　3　月　　7　日 （定期・臨時）

　出　席　者 代表者、ＥＡ２１事務局員

提出資料名 　①環境経営目標の達成状況
　②環境経営計画の実施及び運用結果
　③環境関連法規などの遵守状況
　④外部からの環境に関する苦情や要望
　（地域住民・顧客・自治体・消費者や社会の要請等も含む）
　⑤その他 （法規制の動向の情報など）

「課題とチャンス」 現状の方針を推進
見直しの要否

①環境経営方針の変更の必要性
　（　有り　・無し　）　　　　　　　　　　　　　　

②環境経営目標及び環境経営計画の変更の必要性
　（　有り　・無し　）　改善担当者：　　　　　

③実施体制の変更の必要性：
　（　有り　・無し　）

この数か月環境を意識した取り組みを会社全体で行って参りました。
コロナウィルスの影響が残る状況の中、電力については削減する事が出来た。

ガソリンについては、直接納品の必要性などもあり達成出来なかった、
自動車の効率的な使用を推進し、燃費の良い車両への更新を検討する。

総　括 社内の照明機器をLED照明に更新する等の投資を検討する。

本年度は現状の取り組みを行い、年間の数値と取り組みを確認。
次年度以降も 「持続可能な社会の実現」を意識した活動を定着させ、
省エネルギ－に繋がる行動を増やせるよう、
社内全体で環境問題への意識改革を推進する。

改訂履歴
版数 　　　　改　訂　理　由 改訂月日 承認 作成者

1

（回覧ルート）
社長→環境管理の責任者→関係者招集（改善担当者及び期限記入原紙保管、

コピー作成→社長及び関係部門へ配布）

文書番号
2023－01

見直し結果

関


